
マイナンバー制度反対連絡会を代表して報告させていただきます 
税経新人会 奥津 

 
マイナンバー制度反対連絡会は、2015 年 8 月に、番号制度の廃止を求める労

働組合、中小企業団体、社会保障向上の運動団体などによって設立されました。

月 1 回の街頭での宣伝行動や署名活動を中心に市民に危険性と中止・廃止に訴

えてきました。 
今回のテーマの住民税特別徴収通知書への番号記載問題については、構成団

体の労働組合・中小企業団体をはじめとする各団体が問題を共有して、官庁への

交渉などを取り組んできました。 
先ほど記者会見で報告もありましたが、この問題については、2017 年 4 月 6

日に総務省・厚生労働省・内閣府と交渉してきました。しかし総務省は、5 月 18
日付で各都道府県知事宛てに番号記載徹底の「通知」を出しています。7 月 19
日には、労働組合・商工団体が中心となって、交渉を行いました。その後 12 月

4 日には、自治労連さん（日本自治体労働組合総連合）が、総務省に対し各自治

体の判断でできるようにすべきだと総務省に対し再度要求しています。 
住民税特別徴収通知書を送付する各自治体に対しては、全商連さん（全国商工

団体連絡会）や税経新人会の全国の税理士がそれぞれ、番号記載するかどうかの

アンケートや個別の働きかけを行いました。この取組につきましては、やはり共

催で行いました昨年 11 月 24 日、神宮前の区民館で行われましたマイナンバー

情報交換交流会で報告したとおりです。 
全商連さんは、昨年 6 月から 7 月 10 日までの間に全国の 600 の民主商工会

さんが、対応する自治体の 2017 年度の対応の調査を行い、1,130 の自治体の状

況を把握しました。すくなくとも一部記載か不記載など 274 自治体が、完全な

記載を避けています。少なくとも、757 自治体が普通郵便で送ったことなどがわ

かりました。その中で、各自治体に次年度は記載しないように求める働きかけを

しました。 
税経新人会としては、全国の税理士がやはり各自治体への対応調査と請願等

を行いました。たとえば東京では、一昨年より若手税理士が中心となり、東京都

下の区市町村に対してアンケート調査を行い、自分の事業所のある区議会に対

して、憲法第 16 条と請願法に基づいて、番号の記載をしないよう「請願書」を

提出して求め、また番号を記載してきた自治体に対して、記載のない通知書の発

行を求めることをしました。このような世論の動きの中で、日本税理士会連合会

も、昨年 6 月 22 日付で「平成 30 年度税制改正に関する建議書」において番号

記載をしないよう提言していました。 
今回、2018 年度は、書面としての課税通知書には「当面」記載されないこと

になりましたが、課税台帳上に番号が記載されていることにかわりありません。

今後も利用拡大させない取り組みを強めていく必要があります（以上）。 
 








